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平成２ ９ 年度　 弘前大学教職大学院評価

弘前大学第３ 期中期目標（ 教職大学院関係）

現状と 課題

　 文部科学省「 今後の教員養成大学・ 学部、 大学院、 附属学校改革に関する有識者会議」 が、 昨年の平成28年8月に設置さ れ、 教職大学院を中心と する大学院、 附属学校について、 その在り 方
や課題及び課題の解決に向けた改革方策等について検討さ れている。 その中においては、 ①学部を含む教員養成機能全体の充実をリ ード する役割②教職生活全体における教員の成長を支える
役割が、 第３ 期中の教職大学院における強化すべき 機能と し てあげら れている。 そし てそのために、 ③管理職養成コ ースや教科領域を学ぶコ ースの設定等の検討が求めら れている。 （ なお平
成２ ９ 年９ 月に答申が出さ れた）
　 また、 本学学校教育専攻（ 修士課程） は平成３ ２ 年度に教職大学院に移行する予定であり 、 教職大学院での教科教育領域及び特別支援教育に関する教育研究の機能補完が必須と なっ てい
る。
平成２ ９ 年度においては、 こ れら のこ と に対応し ながら 、 また本学教職大学院が開設１ 年目であるこ と を踏まえながら 、 高度専門職業人と し ての教員養成・ 研修の中核と なり 、 教員の教職生
活全体を支え地域の拠点と なるための環境整備と 機能強化を行っ ていく 必要がある。

弘前大学教職大学院研究協議会委員の中の青森県教育委員会関係者４ 人　 市町村教育委員会関係者６ 人　 計１ ０ 人

平成30年3月16日( 金) 　 弘前大学教育学部内

評価者の構成

評価の公表

評価の
実施日・ 場所

（ １ ） 平成２ ９ 年度までに教職大学院を設置し 、 青森県教育委員会等と の連携により 、 優れた実践力を備えた教員養成プログラ ムを開発・ 実施すると と も に、 その修了者の教員就職率８ ５ ％
を確保する。
（ ２ ） 教員養成に特化し た高度専門職業人を養成するため、 青森県教育委員会等と 連携・ 協働し つつ、 平成２ ９ 年度までに教職大学院を整備する。
（ ３ ） 大学院研究科の見直し に取り 組み、 地域の課題解決やイ ノ ベーショ ン創出に重点を置いた、 領域総合的な教育研究体制を構築する。

重点目標

（ １ ） 青森県教育委員会及び市町村教育委員会と の連携の下、 実効性のある教育プログラ ムを展開すると と も に、 学生のキャ リ ア教育支援及び大学院修了後の支援のための組織体制を、 教職
大学院内に整備する。
（ ２ ） 実践型カ リ キュ ラ ムを展開すると と も に、 学校教育専攻（ 修士課程） の教職大学院移行に向けて、 教科実践プログラ ムの開発準備を進める。



番号 評価項目 具体的な方策 目標の達成状況
教育委員会関係委員から の

要望・ 評価等
次年度に向けた課題と 改善策

①県市町村教育委員会と の連
絡・ 調整を密に行い、 信頼関
係を図り ながら 協力体制の確
立に努める。 あわせて、 教職
大学院・ 学部・ 附属学校園の
一体化を実現する組織体制の
構築に努める。

②関係機関と と も に教員の資
質向上に向けたプログラ ム開
発や研修に努める。

③先進校・ 地域の情報収集を
積極的に行い、 大学院研究科
の見直し に備えると と も に教
科領域を学ぶ学修プログラ ム
の開発に努める。

〇青森県教育委員会は教職大学
院の立ち上げの段階から 加わ
り 、 開設にあたっ ての素案作り
などについても 連携し てき た。
教職大学院教員の人事交流や現
職教員院生の派遣についても 、
市町村教育委員会や各教育事務
所と 密な連携を取り ながら 進め
てき た。 次年度はこ の連携・ 協
力態勢を一層強め、 と も に協力
し て青森県の教員の資質向上に
努めていき たい。
〇1年目ではあるが大き な成果
を上げていると 思う 。 教職大学
院が学校のみではなく 、 行政と
連携し ている点は重要であり 、
市町村教育委員会と し ても 協力
すると と も に、 教職大学院の教
育力を活用し ていき たい。
〇理論と 実践の融合・ 往還は大
切である。 研究については
フ ィ ールド に重点を置いた研
究、 実践の中から 理論を作っ て
いく こ と にも 期待し たい。
〇「 いじ め防止研修会」 など
様々なシンポジウム等に院生が
参加し 発表し たこ と は良かっ

自己評価
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　 青森県教育委員会及び近隣市町村教育委員会と の間で
「 教職大学院教育研究協議会」 を設置、 開催（ 11月、 3月）
し 、 連携協力態勢についての認識を共有するこ と ができ
た。 教育内容についても 各教育委員会のニーズに応えら れ
るよう 、 次年度に向けて検討に努めた。
　 学部・ 附属学校園と の連携はそれぞれの立場を理解し な
がら 、 連携構想会議ＷＧ において協力態勢構築に向けて議
論を進めている。 附属学校園の教員と 教育学部教員の研究
組織である「 教育実践協同研究会」 には教職大学院の教員
も 全員参加し 、 連携し て研究を進めている。
　 教員の資質向上については「 教員の資質向上のための研
修プログラ ム開発支援事業」 （ 教職員支援機構公募事業）
の推進にあたり 、 青森県教育委員会学校教育課及び青森県
総合学校教育センタ ーの指導主事を構成員に加えた研究協
議会を5回開催し 、 ミ ド ルリ ーダー養成のための研修プログ
ラ ムの開発に取り 組んだ。 特に、 教職大学院教員と 指導主
事が一緒になっ て先行する教職大学院を視察し たこ と で、
教職大学院に係る課題認識を共有し 深めるこ と ができ た。
また、 青森県教育委員会学校教育課「 中核教員研修」 、 青
森県総合学校教育センタ ー「 ミ ド ルリ ーダー研修」 、 及び
青森県教育委員会「 教員の資質に関する指標」 協議会等に
講師、 委員等と し て教職大学院教員が参画し 、 青森県全体
の教員の資質向上に一定程度貢献するこ と ができ た。 こ の
ほか地域貢献においては「 いじ め防止研修会」 「 子ども の
貧困シンポジウム」 「 健康教育シンポジウム」 等につい
て、 主体的に関わるこ と ができ た。 教職大学院の周知につ
いては、 開設記念フ ォ ーラ ム「 こ れから の教職大学院に求

（ 運営全
般） 学内
外関係機
関と の連
携と 協働

　 青森県教育委員会、 市町村教育委員会、 関係各
機関と の連携協力態勢を一層推進するため、 「 教
職大学院教育研究協議会」 を核と し ながら も 、 担
当者レベルでの連携・ 交流の機会を多く 設定し 、
また、 教職大学院の活動状況を定期的に報告する
などし て、 それぞれのニーズを把握し ながら 連携
協働を図る。 そし て現職教員院生の修了後も 見通
し ながら 課題を共有し ていき たい。 今年度あまり
情報提供等ができ なかっ た各教育事務所に対し て
も 積極的に教職大学院教育活動の周知を図っ てい
き たい。
　 教職大学院・ 学部・ 附属学校園の一体化に向け
ては、 特に実習の円滑化と 充実を図るためにも 連
携構想会議ＷＧ での検討を具体化する。 また、 大
学院修士課程の教職大学院への一本化に対応でき
る教科教育領域及び特別支援教育プログラ ムの開
発に具体的に取り 組む。 そのための情報収集を今
年度に引き 続き 行う 。
　 「 教員の資質向上のための研修プログラ ム開発
支援事業」 （ 教職員支援機構公募事業） を継続
し 、 青森県教育委員会と の協働をさ ら に図っ てい
く 。
　 地域貢献については今後教職大学院が取り 組ん
でいく べき 大き な課題であり 、 教職大学院の発信
の場でも ある。 院生も 含め、 教職大学院の教育資
源の活用を図っ ていく 。



④教職大学院の理念・ 活動内
容を積極的に発信し 、 その役
割や今後の方向性について周
知を図り ながら 、 地域貢献に
向けた基盤作り に努める。

た。 現職教員の派遣元の教育委
員会と し ては院生が評価さ れる
こ と は喜ばし いが、 学んだこ と
を現場でどう 生かし ていく かが
課題である。 大学の教育資源を
活用し 、 地域貢献に向けた取り
組みを大いに図っ ても ら いた
い。

　

　

　

めら れるも の」 （ 2月） を開催し 、 教育理念、 活動に関する
周知、 理解を図るこ と ができ た。

　

　

　

　



①各部会、 各教職員の役割分
担の明確化を図り 、 教職大学
院の組織体制の確立に努め
る。

②諸会議の適宜設定と 案件の
適切な解決を図り ながら 、 教
職員間の共通理解の下に教職
大学院の円滑な運営に努め
る。

③事務部と の連携の下、 予算
の確保と 計画的な執行を図
り 、 院生室・ 演習室・ 教員
室・ 各教員研究室、 教材作成
室等の教育環境整備や調査研
究の充実に努める。

④現職教員院生に係る勤務体
制や福利厚生等について現状
を把握し 、 青森県教育委員会
や勤務校と 綿密な連絡調整を
図り ながら 、 問題の解決と 改
善に努める。

〇教員同士のみなら ず、 教員と
院生の共通理解は大切であり 、
教職大学院がチームと し て教育
活動に取り 組むこ と は、 複雑化
し ている学校現場の課題に幅広
く 対応し ていく こ と にも つなが
る。 また、 院生の個別テーマも
あろ う が、 様々なこ と を幅広く
吸収でき る院生を育てる環境作
り が必要だ。
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　 初年度であり 、 様々な仕事が途中から 入っ たり 、 仕事量
に見込み違いなども あっ たり するなど、 各部会の役割分担
の調整が必要な場面も あっ たが、 基本的な教職大学院の運
営体制は組織でき た。
　 し かし ながら 、 実際の運営にあたっ ては、 初めてのこ と
ばかり で試行錯誤が続き 、 教員の共通理解に時間を要し
た。 各部会・ 部会長会議・ 専攻会議での議論も 錯綜する場
面が見ら れ、 開催回数が多く 、 また不定期開催も 多かっ た
こ と は否めない。
　 教員間の情報共有のため、 教員室の確保やデスク ネッ ツ
での教員動向の把握、 ク ラ ウド への活動内容の蓄積に努め
た。 情報共有で最も 大切な院生の情報についても 各会議の
中で一定程度情報交換を行う こ と ができ た。
　 学長、 教育学研究科長及び事務部から 大き な支援が得ら
れ、 教育活動や環境整備のための予算的な配慮も 得ら れ
た。 必要物品については随時供給でき た。 ただし 、 日常的
に教員のニーズや院生のニーズに応えら れるよう なシステ
ム作り までには至ら なかっ た。
　 現職教員は院生であると と も に、 各勤務校に所属し てお
り 、 両方から 制約を受ける立場にある。 彼ら がのびのびと
学習でき 、 実習でき るよう な環境を青森県教育委員会と と
も に作っ ていく 必要があるこ と から 、 随時青森県教育委員
会と 情報交換し たり 、 現職教員院生から 情報を得るよう に
努めたが、 情報交換段階にと どまっ た事項が多かっ た。

（ 総務部
会関係）
教育環境
及び運営
体制の整
備

　 今年度の役割分担で不明確であっ た点を整理
し 、 さ ら に機能的な組織体制作り に努める。 ま
た、 今後、 各部会の枠を超える課題や院生個々の
ニーズに応えていく こ と が多く なるこ と が予想さ
れるこ と から 柔軟な組織運営にも 努める。
　 Ｍ１ Ｍ２ 院生が初めて揃う 年度であり 、 今年度
以上に教員間の共通理解、 院生間の共通理解、 教
員と 院生の共通理解が必要になる。 そのための会
議も 効率的な運営と なるよう 、 各部会、 部会長会
議、 専攻会議の案件を審議事項と 報告事項に分け
るなど議論の整理に努める。 また、 院生全体の意
思確認や要望は教職大学院の運営に大き く 関わる
こ と であり 、 院生による院生会議や院生と 教員と
の話し 合いの場である専攻会の活用を図る。
　 院生の学習環境を引き 続き 充実さ せるよう に努
める。 特に、 院生室の拡充と 共有Ｐ Ｃ の整備、 実
習関係旅費の確保が重要であり 、 学長、 教育学研
究科長、 事務部の理解を得ながら 進めていく 。
　 現職教員院生の勤務対応等については、 院生が
混乱し ないよう に、 また、 様々な事務的負担が増
加し ないよう に、 院生の立場に立ちながら 、 青森
県教育委員会と 継続的な検討を続けていく 。 学部
卒院生も 含めたイ ンセンティ ブについても 大学
側、 青森県教育委員会側双方と 検討をし ていく 必
要がある。



①院生が円滑に学習でき るよ
う に、 履修案内等の業務に努
める。

②教育課程の円滑な実施と 評
価及び改善に努める。

③授業・ 実習等の円滑な実施
と 院生によるアンケート を含
めた評価改善活動に努める。

①教職大学院の理念・ 目標・
制度を理解するこ と に努め
る。

②教員の教育技法改善に向け
た授業公開や研修活動に努め
る。

③院生アセスメ ント による授
業評価を実施し 、 授業改善に
努める。

〇少子高齢化、 地域コ ミ ュ ニ
ティ の衰退の中で、 未来を創る
子ども たちを育てていき たい。
そのためには仲間作り や話し 合
い活動ができ る子ども たちを育
てていく 必要があるが、 そのよ
う な指導ができ る教員の養成も
必要である。 授業作り と と も
に、 集団作り に関わるカ リ キュ
ラ ムの充実にも 努めて欲し い。

　 履修案内や時間割を作成し ガイ ダンスにて説明し た。 そ
の結果、 学年や前後期の履修タ イ ミ ングや時間帯の周知は
でき た。 し かし 、 授業間の連関やシラ バスを使用し ての内
容説明が不十分だっ た。
　 院生と の懇談会を前後期に1回ずつ計2回実施し た。 その
結果、 教育課程や授業内容についての院生の学びの評価や
生活全般についての状況を把握するこ と ができ た。 特に、
前期の履修と 教員採用試験の時期の配慮をし ていく 必要性
がある。
　 ゲスト ティ ーチャ ーの連絡と 教室配当について、 事務教
務と 連携し た。 今後も 円滑な運営で連携が必要である。
　 授業・ 実習等のFD活動を年間総計13回実施し た。 その中
で、 学期末に授業評価アンケート を実施し た。 その結果、
各授業における実施状況については概ね満足であっ たと い
える。 し かし 、 授業間の内容の重複がう かがえた。
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（ 教務部
会関係）
教育課程
の実施と
改善

　 時間割については、 履修の適時性を高めたり 実
習と の連関を考慮し たり し て修正する。 また、 履
修ガイ ダンスにおいてそれら の連関について説明
する。
　 完成年度に応じ た教育課程を作成する。
   教育課程の円滑な実施のために年間計画を作
成し 、 ガイ ダンスを通し て院生へ周知する。
　 院生と の懇談会において出さ れた意見をも と に
教育課程と 学習環境の改善を行う 。
　 教育課程やシラ バスの大幅な変更改善について
は、 経年変化を見ながら 、 改善を図る。

　 2020年度の認証評価に向けた情報収集を行う 。
　 大学における授業公開と ティ ームティ ーチング
の授業改善に努める。 また今後、 教室環境の整備
に向けて協議する必要がある。
   授業評価アンケート と 院生と の懇談会におい
て出さ れた意見を参考にし て、 授業と 実習の改善
に努める。
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 ( FD部会
関係）
 授業改善
※FD
Facul t y
Devel opment
（ 教育内容
等の改善の
ための組織
的な研修）

　 教職大学院の理念・ 目標・ 制度に対する理解を深めるた
めに、 それに関わるFD活動を年間5回実施し た。 その結果、
教員間の共有化が図れた。 し かし 、 学部教員や院生と の共
有化が不十分であっ た。
　 教員の教育技法改善に向けたFD活動を年間1回実施し た。
その結果、 教員間の授業内容や方法について考えるき っ か
けを提供でき た。 し かし 、 教室環境や教具・ 教材を整えた
り 、 学部教員から の意見交流などは不十分であっ た。
　 院生アセスメ ント による授業評価と なるFD活動を年間4回
実施し た。

〇現場の教員に求めら れるのは
教員と し ての総合力であるが、
こ の総合力が不足し ている。 ４
つの力（ 自律的発展力、 課題探
究力、 省察力、 協働力） を身に
付けさ せ、 さ ら にそれを深める
ための学修が必要だ。 また、 修
了生が現場に帰っ て、 学んだこ
と をどのよう に波及さ せていく
のかが問われてく る。 現場の核
と なり 起爆剤と なれるよう な指
導をし ても ら いたい。



①ミ ド ルリ ーダー養成コ ース
と 教育実践開発コ ースの実習
計画を立案し 、 各々の目的に
即し た円滑な実施に努める。

②教育関連施設を所管する教
育委員会及び学校フ ィ ールド
実習連携協力校と の連絡調整
を適時適切に行う こ と に努め
る。

③実習を実施するにあたっ
て、 学部と 大学院及び大学院
の教員間で情報を共有するた
め機能的な連絡体制の構築に
努める。

④実習期間における院生の動
静管理と 、 実習に臨む際の事
前指導と 実習後の省察に努め
る。

( 実習部会
関係）
実習体制
の整備と
充実

　 青森県教育委員会及び青森県高等学校長協会の
理解・ 協力により 、 高等学校のフ ィ ールド 実習を
次年度は中南地区の全校に対象を拡大さ せると と
も に、 平成３ １ 年度に向けてより 円滑な実習につ
なげるよう 継続的に協議を進めていく 。 また、 そ
の前提と し て、 学部のサポータ ー実習校と の区分
についても 学部と の調整をし っ かり 行っ ていく 。
　 M2ミ ド ルリ ーダーの勤務校やM2スト レート マス
タ ーの情報について教員間で定期的に共有する
ネッ ト ワーク を構築する。
　 M1スト レート マスタ ーの指導と し て、 実習に臨
む基本技術の習得状況の点検と 実習の目的や意
義、 年間の計画等の基本理解を一人一人に浸透さ
せると と も に、 フ ィ ールド 実習連携協力校には、
積極的に訪問し 、 自由に問い合わせができ る日常
の連携環境を築く 。 また、 ミ ド ルリ ーダーのメ ン
タ ー実習についても 充実を図る。
　 今後は連携協力校と の情報の授受を積極的に進
め、 より 主体的な運営に努めていく 。
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    青森県教育委員会及び弘前市教育委員会と は随時協議
を重ねてき た。 実施上の課題と 思われる点については、 で
き るかぎり 早期に連絡協議会に提案し 全体共有に努めてき
たが、 それでも なお年度末に課題が山積する状態は否め
ず、 実習に係る作業行程表の見直し と 機動力のある交渉が
求めら れる。 連携協力校と の連携については先の展開が読
めないこ と から 停滞を招く こ と があっ た。
　 また、 学内の教員間の情報共有を綿密に行い、 連絡体制
の強化を進めていく 。 実習に関わる院生の省察を尊重し つ
つ、 協力機関等から の助言等に対し 丁寧に傾聴し 、 計画・
実行に反映さ せるよう 努めた。

〇立ち上げから こ の一年間を振
り 返ると 、 青森県教育委員会と
教職大学院は互いに課題を共有
し ながら 連携を強化でき たので
はないか。 引き 続き 更なる深化
を目指し ていく べき だ。
〇青森県総合学校教育センタ ー
では研究と いう 視点から 研究員
と ミ ド ルリ ーダーと の相互作用
が期待でき る。 年間を通し て意
図的・ 計画的に双方の交流を企
画し ていき たい。 また、 こ のこ
と によっ て、 院生の輪も 広が
り 、 幅広い視野を持っ た教員と
し ての成長も みら れるのではな
いだろ う か。
〇学校現場ではミ ド ル実習を校
内研修と し て積極的に取り 入れ
ていき たい。 教職大学院から の
更なる広報を要望すると と も
に、 市町村教育委員会と し ては
教職大学院と 各学校の間に入り
ながら 、 管下の学校への積極的
な働き かけをし ていき たい。 な
お、 学力向上に関し ても 校内研
修の内容に加えても ら えればあ
り がたい。
〇フ ィ ールド 実習に入るスト
レート マスタ ーに期待し ている
が、 ミ ド ルリ ーダー養成コ ース
の現職教員院生のチュ ータ ー的
な役割も 必要と 考える。



①入試広報活動の充実を図
り 、 教職実践専攻の入試にあ
たっ ては、 適正で公平な入試
業務の遂行と その体制づく り
に努める。

②「 学習成果報告書」 の作
成・ 管理に向けた要領作成
と 、 「 年次報告会」 「 中間報
告会」 「 教育実践研究発表
会」 の企画運営要領作成及び
実施に向けて取り 組む。

③教職大学院の周知のため
に、 年３ 回のニュ ースレタ ー
を発刊し 、 青森県内外の教育
機関への配布を行う と と も
に、 研究活動を公表する「 年
報」 の平成30年度発刊に向け
た準備に努める。

④平成31年度から のホームカ
ミ ングデーの開催や「 修了生
連絡会」 の設置に向けての取
り 組みに努める。

（ 入試・
フ ォ ロー
アッ プ部
会関係）
入試関連
業務・ 教
育実践研
究関連業
務及び広
報活動の
体制の整
備

　 入試広報活動においては、 学生募集のパンフ レッ ト 及び
ポスタ ーを作成し 、 県内はも と より 全国の国立・ 私立の教
員免許取得可能な大学へ送付し た。 県内の私立大学におい
ては訪問の上、 広報を行っ た。 また、 １ 期～４ 期のすべて
の入試において進学説明会を実施し た。 本学の教育学部及
び他学部の教員免許取得予定の４ 年次の必修科目「 教職実
践演習」 の授業において、 現役の教職大学院１ 年の体験談
や授業の様子紹介を含めた説明会を実施し た。 ミ ド ルリ ー
ダー養成コ ースの現職の受験者については、 青森県教育委
員会の協力の下、 定員８ 名の推薦を受けるこ と ができ た。
１ 期～４ 期の４ 回の入学試験については、 適正で公平な入
試の体制づく り を強化し 、 教職大学院教員が一丸と なっ て
入試業務を遂行し た。
　 ２ 年次修了時に最終審査を受ける「 学習成果報告書」 ・
１ 年次の「 年次報告書」 ・ ２ 年次の「 中間報告書」 の作成
管理に向けた要領を作成し 、 院生への周知を図り 、 今後の
研究活動の見通し を持たせた。 また、 それに伴う 「 年次報
告会」 「 中間報告会」 「 教育実践研究発表会」 の企画運営
要領を作成し た。
　 ２ 月には「 年次報告会」 を実施し 、 県内外の教育関係者
が100名余り 参集のも と 、 １ 年次18名が発表及び会の進行を
行い、 意見交換し ながら 今後の研究方針の探究を深めた。
　 教職大学院周知のために、 年３ 回のニュ ースレタ ー「 ４
つの力」 を発刊し 、 県内外の教育機関への配布を行っ た。
また、 入試広報や弘前大学教職大学院教育研究協議会での
説明にも 活用でき た。 ニュ ースレタ ーの原稿作成では院生
の主体的な関わり も あっ た。 院生及び関係教員の研究活動
を公表する「 年報」 の発刊及び投稿規定を作成し 、 平成30
年2月21日の大学院研究科委員会で承認さ れ、 平成30年度の
発刊に向けた準備を進めた。
　 平成31年度から のホームカ ミ ングデーの開催や「 修了生
連絡会」 の設置に向けた取り 組みの一助と なる「 院生カ ー
ド 」 の作成を進めた。

〇教職大学院が青森県の教育に
貢献でき るよう な人材を輩出す
るために、 まずは、 「 広報」 に
よる周知がと ても 重要であり 、
必要である。 現在教員をし てい
る弘前大学教育学部の同窓生の
活用も 図っ ても いいのではない
か。
〇「 教育実践研究発表会」 で
は、 青森県総合学校教育セン
タ ーの研究員や指導主事と の意
見交換も 大事である。

　 入試広報活動においては、 こ れまでより 一層の
創意工夫し た対応が求めら れる。 特に教育実践開
発コ ースの入学希望者確保に向けては、 課題把握
や要因分析に務めた上で、 対応し ていく こ と が必
要であると 捉えている。 受験対象と なる学生につ
いて、 広報の方法について、 広報の効果的な時期
についてなど、 多面的に分析し ながら 早急に対応
し ていく こ と が重要である。
　 ２ 年次修了時の最終審査を受けるこ と と なる
「 学習成果報告書」 の作成に向けた「 中間報告
会」 の運営にあたっ ては、 今年度の「 年次報告
会」 でのよかっ た点、 改善点を確認し ながら 、 教
育実践研究を深化さ せ、 「 教育実践研究発表会」
につなげていく よう な有意義な中間報告会及び事
後指導と なるよう に吟味し ていく 。
　 「 学習成果報告書」 の作成及び「 教育実践研究
発表会」 が、 ２ 年間の学びの集大成と なるよう な
教育指導・ 研究指導を進めるよう 努める。 また、
「 教育実践研究発表会」 は、 青森県教育委員会の
共催のも と 、 教育実践研究のフ ィ ールド と なっ た
連携協力校をはじ め、 青森県内外の教育関係者に
よる意見交換により 、 より 一層研究の深化につな
がるよう な運営に努める。
　 教職大学院周知のために、 ニュ ースレタ ー「 ４
つの力」 の発刊に向けて、 院生による主体的な関
わり を継続し 、 内容の工夫をし ながら 、 有効な広
報手段と し て機能するよう に努める。 教育学部の
同窓会組織も 活用し たい。
　 「 年報」 の創刊号の発刊に向けて「 年報編集委
員会」 を立ち上げ、 原稿募集や編集を行う 。
　 ホームカ ミ ングデーの開催や「 修了生連絡会」
の発足に向けた取り 組みを行う 。
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総括

　 教職大学院設置1年目であり 、 試行錯誤も 多かっ たが、 青森県教育委員会や弘前市教育委員会をはじ めと する各市町村教育委員会の協力によっ て、 弘前大学教職大学院の基本形ができ 、 2年
目を迎え得る段階にまでいたっ た。 教員間の共通理解も 次第に進み、 また授業や実習も 次第に整っ てき ている。 次年度は、 今年度の教職大学院評価をも と に、 教職員と 院生と の相互理解を深
めながら 、 教育活動の一層の改善と 充実を教職大学院チームと し て推進し ていき たい。 また今年度に引き 続き 青森県教育委員会及び市町村教育委員会と の連携の下、 実効性のある教育プログ
ラ ムを展開し ていく 。 特に次年度はM1院生と M2院生が揃う こ と から 、 実習体制を含めた学習体制の確立に取り 組んでいかねばなら ない。 あわせて、 修士課程の教職大学院への移行（ 大学院研
究科の見直し ） に向けた教科実践プログラ ムの開発にも 取り 組んでいく 必要がある。 こ れら によっ て、 教職大学院に求めら れる地域貢献の基盤も 拡充し ていく も のと 考える。
　 次年度は最初の修了生が出る。 一期生が学校現場でどのよう に受け入れら れるかは今後の教職大学院の教育活動を大き く 左右する。 こ のこ と を強く 念頭に置き ながら 、 本県で活躍でき るミ
ド ルリ ーダー、 若手教員を輩出するため、 教職大学院関係者一丸と なっ て、 院生の育成に取り 組んでいき たい。
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